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平成１８年度加西市公営企業会計決算審査意見 

 

１ 審査の対象 

（１） 平成１８年度 加西市水道事業会計決算 

（２） 平成１８年度 加西市下水道事業会計決算 

（３） 平成１８年度 加西市病院事業会計決算 

（４） 平成１８年度 加西市農業共済事業会計決算 

（５） 上記決算に関する証書類、事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書及び企業債明細書 

 

２ 審査の期間 

  平成１９年６月１１日から平成１９年８月３日まで 

 

３ 審査の方法 

  決算審査にあたっては、提出された決算及び決算附属書類が地方公営企業関係法令に従って作

成され、関係諸帳簿の計数と合致しているか、また、事業の経営成績及び財政状況を適正に表示

しているか否かを検討するとともに、公営企業としての経済性の発揮と併せ、公共の福祉の増進

が図られているか等について、必要と認める通常の審査手続を実施した。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された決算及び決算附属書類は、地方公営企業関係法令等に準拠して作成されたもの

で、会計処理についても適正に行われ、平成１８年度の経営成績及び財政状況を適正に表示して

いると認められた。 

審査の概要については、別記のとおりである。 

なお、水道事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模事業所の全国平均」とは平成１７年度地

方公営企業年鑑（第５３集）の給水人口３万人以上５万人未満の水道事業所の平均値であり、「全

国平均」とは全水道事業所の平均値である。 

また、下水道事業会計決算審査意見書の本文中、「全国平均」とは同年鑑の法適用企業の全下水

道事業の平均値である。 

さらに、病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは同年鑑の病床数

３００床以上４００床未満の公立病院の平均値であり、「全国平均」とは全国の市（指定都市を

除く）が経営する４１８の病院の平均値である。 
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１ 業務実績（別表１参照） 

(１)給水状況について 

  平成１８年度の給水人口４８，８７５人は前年度と比較すると５４１人（１．１％）減少し、

給水件数は１６，６９２件で１６０件（１．０％）増加している。また、行政区域内人口に対す

る普及率は９７．９％で、前年度と比較し０．１ポイント増加している。 

  ちなみに、同規模事業所の全国平均は８３．９％であることから順調に推移している。 

  年間総配水量は５，１２７，９５４㎥で、前年度と比較して１，９７３㎥減少している。また。

年間総有収水量は４，５８６，９９９㎥で、前年度と比較し１０，５００㎥（０．２％）の減少

となっている。 

  有収率は８９．５％であり、前年度と比較し０．１ポイント下回っている。 

これは、主に漏水量の増加によるものである。同規模事業所の全国平均は８５．９％となって

いる。 

  1 人 1 日平均有収水量は２５７㍑で、前年度と比較し２㍑（０．８％）増加している。同規模

事業所の全国平均３１８㍑と比較すると少ないが、これは市内に井戸水との併用家庭が多いこと、

及び大口需要が少ないためと考えられる。 

 

(２)施設の利用状況について 

  平成１８年度の１日平均配水量は１４，０４９㎥で、前年度と比較し６㎥減少している。1 日

最大配水量は１６，５６９㎥で、前年度と比較し１５０㎥（０．９）増加している。 

  施設の利用状況の良否を総合的に判断する施設利用率は５８.３％で、前年度と同率であり、

同規模事業所の全国平均５９．８％を下回っている。 

  施設利用率は、負荷率と最大稼働率に分析することができる。負荷率は８４．８％で、前年度

と比較し０．８ポイント下回った。これは、同規模事業所の全国平均８２．６％を上回っている。  

一方、最大稼働率は６８．８％で、前年度と比較し１．８ポイント上回っている。これは、同規

模事業所の全国平均７２．５％を下回っている。 

 

年 度 別 給 水 状 況 

年度
区分

5,127,954 5,129,927 5,056,930
4,586,999 4,597,499 4,548,365

加 西 市 89.5 89.6 89.9同規模事業所の全国平
均 - 85.9 86.3

有収率(％)

16

年間総配水量（ｍ3）
年間総有収水量　（ｍ3）

18 17
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(３)労働生産性について 

  職員数と業務量の関係を示す労働生産性をみると、職員１人当たり給水人口は３，７６０人で、

前年度と比較し４６６人増加している。 

  これは、同規模事業所の全国平均２，７７５人を上回っている。 

  職員１人当たりの有収水量は３５２，８４６㎥で、前年度と比較し４６，３４６㎥（１５．１％）

の増加となっている。 

  これは、同規模事業所の全国平均３２２，２９９㎥を上回っている。 

  職員 1人当たりの営業収益は１億４１７万９千円で、前年度と比較し１，５１３万５千円（１

７．０％）の増収となっている。 

  職員 1人当たりの営業収益が多いのは、本市が高料金であることに一因するが、同規模事業所

の全国平均５，５３１万４千円を大きく上回っている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

(１)収益的収入及び支出について 

  事業収入は、予算額１４億７，５３４万５千円に対し、決算額は１４億７，０７２万円（うち、

仮受消費税額６，２７７万３千円）で、決算比率は９９．７％となっている。 

  内訳は、営業収益１４億１，５２０万８千円（うち、仮受消費税額６，０８７万７千円）、営

業外収益５，５４５万１千円（うち、仮受消費税額１８９万３千円）、特別利益６万１千円（う

ち、仮受消費税額３千円）である。 

  事業費用は、予算額１３億９，０８１万２千円に対し、決算額は１２億８，９７４万７千円（う

ち、仮払消費税額４，３８３万２千円）で、決算比率は９２．７％となっている。 

  内訳は、営業費用１２億１９６万２千円（うち、仮払消費税額４，３６６万７千円）、営業外

費用８，４３１万７千円、特別損失３４６万８千円（うち、仮払消費税額１６万５千円）である。 

  また、翌年度繰越額は４，６５４万２千円で、不用額は５，４５２万３千円となっている。 

 

(２)資本的収入及び支出 

  資本的収入は、予算額２億６，４２６万１千円に対し、決算額２億６，８０９万８千円（うち、

仮受消費税額５万５千円）で、決算比率は１０１．５％となっている。 

  主なものは、工事負担金１億２，９５７万５千円、企業債１億２，８７０万円、他会計出資金

８３０万円、他会計負担金１５２万３千円である。 

  資本的支出は、予算額６億６，３７６万５千円に対し、決算額４億９，３８５万１千円（うち、

仮払消費税額１，２９７万６千円）で、決算比率は７４．４％となっている。 

  また、翌年度繰越額は９，１８３万８千円で、不用額は７，８０７万６千円となっている。 
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  内訳は、建設改良費２億９，３９９万９千円（うち、仮払消費税額１，２９７万６千円）、企

業債償還金１億９，９８５万１千円である。 

  資本的収支決算は、収入額２億６，８０９万８千円に対し、支出額４億９，３８５万１千円で、

差引き２億２，５７５万３千円支出額が収入額を上回っており、この不足額は過年度分損益勘定

留保資金１億３８２万９千円、当年度分損益勘定留保資金１億１，４３５万６千円及び当年度消

費税及び地方消費税資本的収支調整額７５６万７千円で補てんされている。この結果、翌年度繰

越補てん資金残高は、５，６９５万８千円と前年度に比べ半減することとなった。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

(１)収益について 

事業収益は、１４億７９４万６千円で、前年度と比較し２，６４７万７千円（１．９％）の増

収となっている。 

営業収益は、１３億５，４３３万円で、総収益の９６．２％を占めており、前年度と比較し１，

８６６万４千円（１．４％）の増収となっている。 

営業収益の主体をなす給水収益は、１２億６７２万４千円で、前年度と比較し１２０万５千円

（０．１％）の減収となっている。これは、主に、営業用及び工業用の使用水量が増加したもの

の、公共用で減少したためである。 

負担金は、１億３，１８５万７千円で、前年度より２，６０９万２千円（２４．７％）増加し

ている。これは、下水道事業関連給水管布設替工事に伴う給水工事負担金が増加したためである。 

営業外収益は、５，３５５万８千円で、総収益の３．８％を占めており、前年度と比較し１，

０４２万円（２４．２％）の増加となっている。これは、加入負担金が増加したためである。 

 

(２)費用について 

事業費用は、１２億３，４６２万４千円で、前年度と比較し９７１万７千円（０．８％）の増

加となっている。 

費用構成の主なものは、原水及び浄水費６億８，８７９万１千円、配水及び給水費２億３７１

万１千円、減価償却費１億６，４６１万７千円である。 

営業費用のうち配水及び給水費は、前年度と比較して９１７万６千円（４．７％）、総係費は５

６９万９千円（１４．０％）、減価償却費は３８４万４千円（２．４％）、業務費は３６７万６千

円（８．３％）の増加で、資産減耗費は３９４万５千円（３７．１％）、原水及び浄水費は３１

７万円（０．５％）の減少である。 

原水及び浄水費が前年度より減少したにもかかわらず、配水及び給水費が増加しているのは、

主に給水工事に係る工事請負費及び実施設計委託料等が増加したためである。 
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資産減耗費の減少は、配水管布設替に伴う除却費の減によるものである。 

減価償却費の増加は、構築物関連分の増加等によるものである。 

営業外費用は、７，３０２万６千円で、総費用の５．９％を占めており、前年度と比較し８５

０万１千円（１０．４％）減少している。 

費用構成は、支払利息及び企業債取扱諸費が６，６９７万１千円で、前年度と比較し８５８万

９千円（１１．４％）の減少。また、雑支出は６０５万５千円で前年度と比較して８万８千円（１．

５％）の増加である。 

特別損失は、３３０万３千円を計上している。これは、破産や死亡等による１３件分の水道料

金を不納欠損処理したことによるものである。 

 

(３)損益について 

当年度の損益は、事業収益１４億７９４万６千円に対し、事業費用は１２億３，４６２万４千

円で、差引き１億７，３３２万３千円の純利益となっており、この中には特別利益５万８千円と

特別損失３３０万３千円が含まれているため、これを除外した経常利益は１億７，６５６万７千

円となる。 

この結果、当年度未処分利益剰余金は１億７，３３２万３千円となっている。 

なお、当年度の純利益は、前年度の純利益１億５，６５６万３千円と比較すると、１，６７６

万円の増益となっている。（次表参照） 

経 営 収 支 推 移 表       （単位 円） 

区分
年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

14 1,778,321,568 100.0 1,699,006,461 100.0 79,315,107
15 1,482,956,589 83.4 1,393,169,078 82.0 89,787,511
16 1,433,249,886 80.6 1,267,642,422 74.6 165,607,464
17 1,381,468,923 77.7 1,224,906,112 72.1 156,562,811
18 1,407,946,314 79.2 1,234,623,608 72.7 173,322,706

事業収益 事業費用
純　利　益

  

（注）指数は１４年度を１００とした。 

 

(４)損益分析について 

①収益率について 

  投下総資本に対してどれだけ純利益が生じているかを示す総資本利益率は１．４８％で、前年

度と比較し０．１２ポイント上がっている。 

  収益と費用の相対的な関連性をみる総収支比率は１１４．０％で、前年度と比較し１．２ポイ

ント上がった。これは、１００％以上高いほど良いとされており、同規模事業所の全国平均１０

７．９％を上回っている。 
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経営成績を示す経常収支比率は１１４．３％で、前年度と比較し１．７ポイント上がった。こ

れは、１００％以上高いほど良いとされており、同規模事業所の全国平均１０８．２％を上回っ

ている。 

  営業活動の能率を示す営業収支比率は１１６．９％で、前年度と比較し０．２ポイント上回っ

た。同規模事業所の全国平均は１１８．６％で、１００％以上高いほど良いとされている。 

 

②供給単価及び給水原価について 

  当年度の供給単価は２６３円７銭で、前年度と比較し３３銭増加した。 

 また、給水原価は２６８円４０銭で、前年度と比較し２円９銭の増加となった。 

  したがって、当年度では有収水量１㎥当たり５円３３銭の損失が生じたことになり、前年度と

比較し１円７６銭損失が多くなっている。 

  これは、同規模事業所の全国平均が供給単価１６６円１６銭、給水原価１６９円９９銭である

から、全国の同規模事業所と比較して、本市の１㎥当たりの要する経費が依然として大きいこと

がわかる。（次表参照） 

供給単価及び給水原価推移表 

年度 同 規 模 事 業 所 の

区分 全国平均（１7年度）
供給単価（円／ｍ３） 263.07 262.74 263.54 166.16
給水原価（円／ｍ3) 268.40 266.31 278.30 169.99
供給損益（円） △ 5.33 △ 3.57 △ 14.76 △ 3.83
有収水量（ｍ3） 4,586,999 4,597,499 4,548,365 4,476,373
有収率（％） 89.5 89.6 89.9 85.9

18 17 16

 

 

（注） 
供給単価（１㎥当たり円）＝ 

給 水 収 益 

 年 間 総 有 収 水 量 

 
給水原価（１㎥当たり円）＝ 

経常費用－（受託工事費＋材料売却原価＋附帯事業費） 

 年 間 総 有 収 水 量 

 

４ 剰余金計算書 

(１)利益剰余金について 

  未処分利益剰余金は、当年度純利益１億７，３３２万３千円、前年度繰越利益剰余金がゼロで

あることから、当年度未処分利益剰余金１億７，３３２万３千円が計上された。 

 

(２)資本剰余金について 

  当年度新たに工事負担金１億２，４１６万６千円、他会計負担金１５２万３千円が発生し、受
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贈財産評価額で２，３３９万４千円、他会計負担金で９２万６千円、工事負担金で１８万５千円、

国県補助金で９万１千円処分したため、翌年度繰越資本剰余金は７０億１，１８１万１千円に増

加した。 

 

５ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

(１)資産について 

  資産総額は、１１７億７，１１８万５千円で、前年度に比較し１億８，７３０万５千円（１．

６％）の増加となっている。 

  資産の構成は、固定資産１１０億２，５７９万７千円、流動資産７億４，５３８万８千円であ

り、これを前年度と比較すると、固定資産は３億８，５１１万２千円（３．６％）の増加、流動

資産は１億９，７８０万８千円（２１．０％）の減少となっている。 

  固定資産１１０億２，５７９万７千円の内訳は、有形固定資産１００億２，５７１万１千円、

投資１０億円、無形固定資産８万６千円である。 

  固定資産の増加の主な理由は、工事に伴う配水管の布設替えによる構築物の増加があったため

である。 

流動資産の減少の理由は、未収金で１，７４１万３千円増加したものの、現金預金で２億１，

７５４万５千円減少したためである。 

  このうち、現金預金の期末残高２億６４２万円については、平成１９年３月分の例月出納検査

において現在高を確認した。 

  未収金は４億７，４４５万８千円となっているが、そのうち主なものは給水収益が１７，９３

１件、２億４３３万３千円、給水工事負担金が３５件、１億１，６７６万６千円、工事負担金が

３２件、１億１，２９９万円、他会計負担金等が４件、２，３０５万４千円、手数料が１８件、

１，２７１万８千円である。 

  未収金が多額なのは、給水収益のうち８，８２８件、１億２，１８８万４千円は平成１９年２

月・３月分の水道料金であり、その納期が翌年度４月になっており、未収扱いとなるためである。 

  営業未収金の回転速度を示す未収金回転率は２．９１回で、前年度より０．０４回増加してい

る。 

  

(２)負債について 

  負債総額は２億８，４３２万４千円であり、前年度と比較し２，４２５万９千円（７．９％）

の減少である。 

  負債の構成は、流動負債２億８，４３２万４千円であり、これを前年度と比較すると２，４２

５万９千円の減少である。 
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  流動負債の内訳は、未払金１億４，８９２万円、前受金７，３９２万円、預り金６，０２８万

４千円、その他流動負債１２０万円である。 

  未払金のほとんどは工事請負費（２０件、８，７１４万６千円）、受水費（５件、３，０１７

万２千円）、委託料（３８件、１，９２７万１千円）であり、預り金の主なものは下水道使用料

預り金である。 

  また、その他流動負債は、出納及び収納取扱金融機関から提供された担保である。 

 

(３)資本について 

  資本総額は１１４億８，６８６万１千円であり、前年度と比較し２億１，１５６万４千円（１．

９％）の増加である。 

  資本の構成は、資本金３０億７，７０９万１千円及び剰余金８４億９７７万円であり、これを

前年度と比較すると、資本金は６，２８５万１千円（２．０％）の減少、剰余金は２億７，４４

１万５千円（３．４％）増加している。 

  自己資本金の８３０万円の増加は、老朽管更新事業に係る市一般会計からの出資金を組み入れ

たためである。 

  借入資本金の７，１１５万１千円の減少は企業債の償還・発行の差によるものである。 

  また、剰余金の構成は、資本剰余金７０億１，１８１万１千円及び利益剰余金１３億９，７９

５万９千円である。 

  資本剰余金は、前年度と比較し１億１０９万３千円（１．５％）増加している。これは、主に

下水道工事に係る支障配水管移設のための工事負担金の増加によるものである。 

  利益剰余金は、前年度と比較し１億７，３３２万３千円（１４．２％）の増加である。これは、

主に建設改良積立金の増加によるものである。 

 

６ 財務分析（別表５参照） 

(１)構成比率について 

  総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は、９３．７％で、前年

度と比較し１．８ポイント高くなった。全国平均９１．５％を上回っている。この比率が大きけ

れば資本が固定化の傾向にあるとされている。 

  経営の安定状況をみる固定負債構成比率は１６．２％で、前年度と比較し０．９ポイント低下

している。これは、負債・資本のうち固定負債の占める割合を示しており、当年度においては企

業債が減少したことによるものである。この比率は小さいほど経営安定といえる。 

  総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は８１．４％で、前年度と比較し

１．１ポイント高くなった。この比率は、大きいほどが望ましいとされ、同規模事業所の全国平
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均６２．０％を上回っており良好である。 

 

(２)財務比率について 

  固定資産が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は、９６．０％

で、前年度と比較し１．６ポイント高くなり、同規模事業所の全国平均９０．１％を上回ってい

る。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

  固定資産のうち、自己資本で調達されている部分の割合を示す固定比率は１１５．１％で、前

年度と比較し０．６ポイント高くなり、全国平均１５３．３％に比べて良好である。この比率は、

１００％以下が望ましいとされている。 

  短期債務に対する支払能力を示す流動比率は２６２．２％で、前年度と比較し４３．５ポイン

ト低くなった。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされ、同規模事業所の全国平均６

３１．１％を下回り、資金的余裕がないことを示している。 

  支払能力をみる当座比率は２３９．５％で、前年度と比較し４６．０ポイント低くなった。こ

の比率は、当座資産（現金、預金、未収金）と流動負債との対比で支払能力をみるもので１００％

以上が望ましいとされており、全国平均３９７．８％を下回っている。 

   即時支払能力を示す現金比率は７２．６％で、前年度に比較し６４．８ポイント低くなった。

この比率は、一般に２０％以上が望ましいとされている。 

 

(３)回転率について 

  投資効率を示す自己資本回転率は０．２８回で、前年度と比較し０．１３回増加している。こ

れは、全国平均０．１７回を上回っている。 

  固定資産の利用度をみる固定資産回転率は０．１２回で、前年度と比較し０．０１回減少して

いる。これは、全国平均０．１１回を若干上回っている。 

  流動資産の利用度をみる流動資産回転率は１．６０回で、前年度と比較し０．１４回増加して

いる。これは、全国平均１．１８回を上回っている。 

  営業未収金の回収速度をみる未収金回転率は２．９１回で、前年度より０．０４回増加してい

る。これは、全国平均８．１２回を下回っている。 

 

７ 要望事項 

(１)水道料金の未収について 

  各年度会計決算の水道料金の不納欠損処分後の過年度未収金の推移は、次のとおりである。 

          平成 14年度  ３７，７１７，４９０円 

          平成 15年度  ４３，８８６，３７０円 
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          平成 16年度  ５０，５７５，０７５円 

          平成 17年度  ５８，９６４，２２５円 

          平成 18年度  ５６，６３８，６８０円 

  過年度未収金については、平成１７年度まで年々増加していく傾向となっていたが、平成１８

年度徴収事務を民間委託し、専従の２人体制で徴収事務を行った結果、過年度未収金残高は、平

成１８年度末で前年度に比べ２３２万６千円の減額となり、過年度と現年度合わせて４７８件、

１，５２９万４千円の減となっている。 

 

(２)企業債の償還について 

企 業 債 の 推 移          （単位：円）  

年度 前年度末残高 当年度借入額 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高

14 2,263,007,838 113,600,000 178,147,925 103,845,136 2,198,459,913
15 2,198,459,913 115,600,000 192,175,138 93,737,233 2,121,884,775
16 2,121,884,775 84,600,000 170,973,444 84,555,161 2,035,511,331
17 2,035,511,331 127,300,000 183,882,267 75,559,736 1,978,929,064
18 1,978,929,064 128,700,000 199,851,462 66,971,235 1,907,777,602  

  

平成１８年度末現在における企業債未償還残高は、当年度の償還額１億９，９８５万１千円、

借入額１億２，８７０万円を含め、１９億７７７万８千円となり、前年度に比較し７，１１５万

１千円（３．６％）減少した。 

  また、１８年度の支払利息は６，６９７万１千円で、企業債利息対料金収入比率は５．５％で、

同規模事業所の全国平均１４．８％を下回っており良好といえる。 

  一方、企業債平均借入利率をみると３．２７％で、前年度より０．４４ポイント下がってはい

るものの、依然として高い利率となっている。 

  これは、高利率の企業債が残っているためで、公営企業金融公庫、政府資金それぞれ各種の規

制があると思われるが、繰上償還及び低利のものへの借り換え等、国県への更なる働きかけを望

みたい。 

 

（注） 
＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 

企 業 債 利 息 
×１００ 

 料 金 収 入 

 
＊企業債平均借入利率（％）＝ 

当 年 度 支 払 利 息×１００ 

 （当年度償還額＋当年度末償還残高）－当年度借入額 
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(３)健全経営の維持について 

 

給水工事負担金、一般会計繰入金等の推移      （単位：円） 

給水工事負担金 一般会計繰入金 一般会計負担金 一般会計出資金 工事負担金

14 456,835,000 11,245,500 26,984,820 5,100,000 474,421,000 974,586,320
15 210,069,600 0 27,302,226 2,800,000 249,112,850 489,284,676
16 164,597,720 1,615,286 12,094,314 3,500,000 208,974,600 390,781,920
17 105,764,924 1,464,000 11,767,000 8,600,000 127,825,926 255,421,850
18 131,856,500 1,464,000 11,767,000 8,300,000 131,097,850 284,485,350

収益的収支
年度 合計

資本的収支

  

現在、下水道の排水管布設工事に合わせて支障となる水道の給水・配水管の布設替工事につい

ては、下水道事業会計から関連費用を給水工事負担金（平成１８年度:1 億３,１８５万７千円）、

工事負担金(１８年度：1億３,１０９万８千円)で補てんを受けて行っている。しかし、下水道工

事が完了した後、残存の水道給水・配水管の布設替工事については、水道事業独自で行う予定に

なっている。これは、純利益の減少を意味するものである。ちなみに平成１８年度の純利益は 1

億７,３３２万３千円に過ぎない。 

また、一般会計繰入金・負担金・出資金は、地方公営企業法第１７条の２の経費の負担の原則

に基づき、水道事業を経営する上で、市の一般会計で義務的に負担する必要のあるものであるが、

経費の負担元になる市一般会計の財政も非常に厳しい状況になっている。 

さらに、水道事業の場合、資本的収支不足額（２億２，５７５万３千円）を減価償却額、資産

減耗費の現金を伴わない内部留保資金を使って帳尻を合わせている状況であり、将来的に固定資

産の更新・修繕時には、内部留保資金が残っていないことから、地方債（起債）や一般会計補助

金等で支出せざるを得ない非常に苦しい財政状態である。 

水道独自の企業努力により、抜本的な経営改善を望むものである。 

 

(４)損益勘定保留金及び補てん財源について 

 

（単位：円）

減価償却費 資産減耗費
繰延勘定償

却
計

消費税資本的
収支調整額

過年度損益勘
定留保資金

当年度勘定
留保資金

翌年度繰越
補てん資金

14 144,662,533 77,040,268 63,023,400 284,726,201 345,985,887 12,497,662 250,559,933 82,928,292 201,797,909

15 152,490,134 35,085,942 63,023,400 250,599,476 231,342,910 7,989,735 201,797,909 21,555,266 229,044,210

16 155,083,327 28,566,666 0 183,649,993 225,822,848 8,093,439 217,729,409 0 194,964,794

17 160,772,661 10,642,789 0 171,415,450 272,991,823 10,440,759 194,964,794 67,586,270 103,829,180

18 164,616,604 6,697,827 0 171,314,431 225,752,830 7,567,339 103,829,180 114,356,311 56,958,120

水道事業補てん財源内訳書

年
度

損　益　勘　定　留　保　資　金
資本的収支
不足額

補　て　ん　財　源
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減価償却費、資産減耗費及び繰延勘定償却は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対

応させて、期間利益を適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は

現金支出を伴わないものであるために、その償却費の計上分だけ償却資産に投下された貨幣資本

が企業内に留保され、その結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この

内部留保資金をもって新たな資産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

 しかしながら、減価償却費、資産減耗費及び繰延勘定償却からなる損益勘定留保金は、欠損金

及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、平成１８年度末には５，６９５万８千円し

か残されていない。今後の固定資産の更新・修繕時には、内部留保資金である損益勘定留保金が

残されていないことから、そのほとんどを地方債（起債）や一般会計補助金等から支出しなけれ

ばならない状況になっている。財政再建推進計画の見直し、企業債の償還計画等においては、こ

のことに留意しなければならない。 

 

８ まとめ 

以上、平成１８年度の水道事業会計決算書及び財務諸表を審査した結果の概要である。 

（１）水道事業の概況 

終わりにあたり概括的にその意見を述べると、今日の水道事業を取り巻く経営環境は年々厳し

いものとなってきている。少子高齢化による総人口の減少傾向、節水意識の高まり及び節水型機

器の性能の向上と普及による水道使用量の減少による収入減、老朽化した施設の改良・更新等に

よる経費の増加等がその原因である。 

  水道事業の経費削減については、漏水調査及び老朽管更新による有収率の上昇に伴う受水費の

削減に取り組まれ、また従来から下水道事業と連携して、下水道の排水管布設工事に合わせて支

障となる水道の給水・配水管の布設替工事を下水道事業の補償費で行われている。さらに、双方

の工事による道路の二度掘りを避けるため、水道管と下水道管を同一断面配管とすると共に、双

方の工事を合冊入札で行い、設計額の削減に努められている。両事業の連携を密にして経費の節

減を図り、効率的に事業運営を行われているのは高く評価されるところである。 

事業面においては、建設改良事業として、総事業費２億９，３９９万９千円で下水道工事に伴

う配水管布設替及び水質保全と安定給水を図るために、老朽管更新事業及び管網整備事業を、朝

妻地区、常吉地区、鶉野中地区などで施工されている。 

  また、経営面では、収益的収入で収入の８５．７％を占める給水収益が１２億６７２万４千円

で、前年度と比較し１２０万５千円（０．１％）減収となったものの、負担金の増額で、事業全

体で前年度に比べ１．９％の増収となっている。 

  一方、収益的支出では、配水及び給水費、総係費等の増加により、水道事業全体で前年度に比

べ０．８％の増加となっている。 
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  その結果、収益的収支差引きは、１億７，３３２万３千円の純利益となっている。 

 

（２）経営の効率化と適正な水道料金 

  独自の水源地を持たず、県及び近隣市町から受水するという市特有の事情はあるものの、将来

の需要予測に見合った供給計画を策定して事業を運営されることは、公営企業としての経済性・

独自性を追求すると共に、住民福祉の向上の使命を果たす公共性の上でも重要であり、より一層

の努力を期待するものである。 

  水道事業は純利益を計上してはいるが、それは下水道事業の補償費によるところが大きい。し

かし、平成２０年度の下水道工事が終了後、給水工事負担金、工事負担金が大幅に減少すること

が見込まれ、また、今後増加する老朽管更新等の事業にかかる起債が平成２０年度までしか認め

られていないなど、厳しい経営が予想される。このため、民間委託による経費の削減や未収金対

策、人件費の抑制や高料金対策借換債による企業債償還利息の軽減等を図るなど、健全経営に努

められるよう要望する。 

 


